
19 平成 24年 4月 1日 に 「国民健康保険一部負担金減免等取扱要綱」 を施行 しま し

た。現状は、窓 口での相談、被保険者、医療機 関か らの問い合わせがあ りま したが、

要綱の減免基準に合わなかった ことか ら、現時点において本制度の適用はあ りませ

ん。広報、ホームページ等で周知を図つていますが、更に様々な機会をとらえて制度

の周知を行つてまい ります。

20 人間 ドック、脳 ドシクの助成事業は、事業を始めて以後、多 くの方々に利用 してい

ただいてお ります。 これまでも利用 していただきやすい制度にするべ く助成対象者数

の増加等の改善をしてまい りま した。今後 とも、病気の早期発見・早期治療に繋げ ら

れるように、使いやすい助成制度の検討、周知に努めているところです。

21 本町では、自己負担な しで受診できる環境を整 え、土曜 日の健診実施、がん検診 と

の同時実施など、受診 され る方の利便性 に配慮 した取 り組みを続けています。県にお

いては、独 自に検査項 目の追加 を行い、広報啓発活動においても共同事業でラジオ C

M、 主要駅での啓発看板の設置等 を行つています。

更に、受診率向上に向けて、医療機 関との連携 を視野に入れ るとともに、議会、各

種団体、保健推進指導員等のみなさん と連携 し、受診勧奨及び保健指導ができないか

を検討 しています。

22 がん検診は、受診者の利便性 を図 り、特定健診 と同時受診できるよ うセ ッ ト検診 を

増や し、今後 も継続 して受診 しやすいような体制づ くりをしていきます。

また、無料 クーポン制度による受診 も促 し、新規受診者の増加 に努めます。

23 生活保護の老齢加算については、厚生労働省が専門家による委員会等の調査 を元に

廃止 され、訴訟においても一定の判例 も出てお ります。今後、国においても、実態等

を踏まえなが ら検討 され るものと認識 してお ります。

24 生活保護の医療券の発行 と受け取 りについては、指定医の確認及び重複受診の防止

のため原則 として保護費支給 日に窓 口において発行 してお ります。なお、急患の場合

は、事後処理にも対応 してお ります。継続治療の場合は、提出を求めない場合があ り

ますが、不正受診の抑制等の観点か ら毎月提出が求められます。

25 支給 日に受給者本人 と面談す ることにより生活実態等を把握す るよい機会 となって

お ります。また、身体状況等により来庁が不可能な方については、担 当者 によ りお届

けをし、面談 を行つてお ります。 このととによ り不正受給等の抑制 を図つてお りま

す。

26 受診医療機関の制限については一部の医療機関において、受け入れ を行っていない

ところはあるとのことです。また、一部負担金の導入は行つてお りません。



27 1人 のケースワーカーが多 くの担当件数を抱 えているケースもあ り、実態について

は県 (福 祉事務所)に おいて十分に把握 されてお ります。人員配置等 については今

後、配慮 されていかれるものと認識 してお ります。

28 稼働年齢層の生活受給者に対 しては、受給者の特性 を尊重 し、実態を十分に把握 し

た うえで行われているものと認識 してお ります。

29 障害者総合支援法は、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて、地域

社会における共生の実現に向けて、障害福祉サー ビスの充実等障がい者の 日常生活及

び社会生活を支援す るためのものであ り、本町においてもその趣 旨に基づき実施 して

まい ります。

30 障害者雇用連絡協議会において、関係機関 と連携 を取 りなが ら、障がい者雇用の促

進や職業的 自立に関する対策に寄与 しているところであ ります。なお、福祉課におい

て、昨年に引き続 き、本年度 も 2名 の実地研修 (3日 間)を受け入れ、社会 とのつな

が りをもつていただき、少 しでも雇用への道につながるよう努力をしてお ります。

31 利用状況、町民か らのご意見、ご要望を集約 して、来年 2月 か らの改善に向け、現

在事務を進めているところでございます。

32 デマン ドタクシーを運行す ることによつて、民業 を圧迫す るよ うなことがあつて

は、交通事業者 、近隣市町村及び関係機 関の理解 を得 ることは非常に困難 とな りま

す。

既存の公共交通を守ることも町の責務であると考えています。

33 現在のところ、利用者並びに住民からのご意見、ご要望をた くさんいただいてお り

ます。利用状況 を分析 してお り、平成 25年 2月 の改善はこれ らを基に実施いた しま

す。

アンケー トについては、必要に応 じて検討をします。

34 各大字、 自治会か らの要望もあ りますが、整備すべき箇所 を確認 し、必要性の高い

ところから実施 しています。また、基本的に道路の掘 り返 しなどを伴 うものは、地元

との調整 を必要 としています。

35 県道河合大和高田線の修繕等につきま しては、一部大宇か ら要望書が奈良県高田土

木事務所に出され協議 していただいていますが、本格的な道路改良要望は出されてお

りません。

36 分譲住宅か ら北側道路では、前方 の見 えに くい場所 にはカーブ ミラー を設置 し、通



行者へ安全に通行 していただきた くご理解願います。

37 安部バス停南側の交差点の南側はカーブになつてお り、北進車両が横断歩道 に気付

きにくいので、設置は困難なように思われます。

38 この 1年間の事故件数は人身、物損共に 0件 であ ります。

今後 も香芝警察署 と情報 を共有 し、対応 してまい ります。

39 鉄道事業者に拡幅要望をしてお りますが、鉄道事業者 より多額の負担金 と道路計画

を求められてお り、地元区にも説明をしてお ります。

40 県施工による奥坪橋か ら北側の県道大和郡山広陵線が暫定完成 し、県計画による信

号機 の設置に向け、奥坪橋東詰 よ り東へ町道百済 中央線バイパスを着手 してお りま

す。現在、測量等の関係説明会 も終わ り、近々地権者の方へ道路計画の説明を予定 し

ています。

41 県のサイクリングロー ドは、高田土木事務所に管理 を強化 していただ くように常に

要望 しています。また、路面等の維持管理についても順次補修 していただいてお りま

す。

42 防犯灯は大字 。自治会の要望 によ り町が設置 し、大字・ 自治会 に移管 してお りま

す。設置 してほしい方 もいれば、不用 とい う方 もい らつしゃいます。

今後 も要望に対応 してまい ります。

43 小学校給食で地場生産品は可能な限 り取 り入れていますが、現状では、収穫時期 と

安定 した納入に課題があ ります。中学校給食 については、現在、懇話会において検討

していただいているところです。

44 各小学校 においては、各校の実態に応 じて少人数指導や少人数学級編制 を取 り入

れ、きめ細かな学習指導を行つています。

45 平成 23年度に小中学校の各教室に扇風機、各幼稚園にクーラーを設置 し、特に梅

雨時や残暑の時期において、児童・生徒の身体的負担を軽減できたものと考えていま

す。 この実績を踏まえ、さらなる教育環境の改善整備 について研究 しているところで

す。

46 学校施設の改修及び修繕については、児童・生徒が安全に学校生活 を送 ることがで

きる教育環境 を整えることを最優先に考えてお り、そのための国の助成制度の適用な

どを十分考慮 して、計画的に進めているところです。



48

49

47 本年 11月 か ら、すべての小 。中学校に学校図書館司書を配置 してお ります。司書

教諭や図書委員 と連携 しなが ら、昼休みや放課後において児童 。生徒の読書指導や図

書に関す る相談に応 じるとともに、図書の整理や読書意欲を高める環境づ くりなどに

努めていただいてお ります。

受益者負担の原則 として、利用者に経費の一部を負担いただいてお ります。

現有施設の有効活用 と、利用者の状況を勘案 して対応 してお ります。

50 道路からの案内板の設置については、全町的に再検討 中です。

51 構内駐車場が満車 となった場合には、第 2駐車場への誘導案内板を出 しています。

52 本町図書館は、蔵書数、貸出冊数 とも県下有数で、図書館へお越 しいただ く人数が

多 く利用度が非常に高い図書館です。 このことか ら、移動図書館や図書館以外での返

却 回は考えてお りません。

53 文化財保存センターは、ホールのある生涯学習施設整備計画等について検討 をして

いるところです。

54 香芝警察署及び青少年健全育成協議会な どによ り定期的に巡回を実施 しています

が、問題 となるような事案は確認できてお りません。

55 子 ども 。子育て関連 3法 が成立し、国は平成 27年度から新たな「子 ども 。子育て

支援制度」の本格施行を目指 しています。国の動向を十分見極め、住民の皆様のニー

ズを正 しく把握 した上で、慎重に施策に反映してまい ります。

56①  TPPに ついては、国策事項 と考えます。

② 牛肉の規制緩和についても国策事項と考えます。

57 平成 24年度末の完成を目指 して、現在策定中です。

8① 農業者に対する支援対策 として、農業機械の購入費に対する補助や、耕作放棄地

の解消事業など国・県と連携 し、各種事業に取 り組んでいるところです。

② 国、県に対 して支援策を講 じるよう機会をとらえて要請 しています。

③ 集落営農の推進の一環 として、農機具の共同購入及び共同使用については、農業

者には周知 しています。また、農機具のリユースについても農機具販売業者におい

て取 り組んでいます。

59① 小学校給食で地場生産品は可能な限り取り入れていますが、現状では、収穫時期


